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現⾏の本社⼀括届出の⽅法では、本社を含む事業場の数に

応じた 36 協定を作成し、届出事業場⼀覧を付した上で提出

することが必要となっている。 

当該⼿続き（必要な資料の部数）を簡略化し、本社ならび

に労働組合本部で締結した 36 協定（1 通のみ）を本社を管

轄する労働基準監督署に⼀括して提出することで、同⼀内容

の 36 協定を締結している全事業所に協定内容が適⽤される

ことを認めるべきである。 

また、36 協定だけでなく就業規則においても同様の対応

を求める。 
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